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熊谷則一（１９６４年（昭和３９年）９月生まれ）

【プロフィール】

１９８３年（昭和５８年）３月 栄光学園高校卒業

１９８８年（昭和６３年）３月 東京大学法学部卒業

１９８８年（昭和６３年）４月 建設省勤務（１年間）

１９９２年（平成 ４年）４月 司法修習生

１９９４年（平成 ６年）４月 弁護士登録（第２東京弁護士会）・濱田法律事務所勤務

２００７年（平成１９年）12月 涼風法律事務所設立

【現在の公職（政府関係）】

◆中央建設工事紛争審査会（国土交通省）特別委員

◆社会資本整備審議会産業分科会不動産部会（国土交通省）臨時委員

◆北陸新幹線の工程・事業費管理に関する検証委員会（国土交通省）委員

◆戦没者の遺骨収集に関する有識者会議（厚生労働省）構成員 他
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第１ 建設業者の不祥事の事例

◆建設業者の不祥事

➢ 民事上の責任、刑事上の責任、行政法上の責任が発生する。

✓ 民事上の責任：建設業者の不祥事によって損害を被った者がいる場合、損
害賠償責任が追及されることがある。

✓ 刑事上の責任：建設業者の不祥事が刑事罰に該当する場合には、罰金刑や
懲役刑に処せられることがある。

✓ 行政法上の責任：建設業者の不祥事が、建設業法の規律に違反した場合に
は、許可取消し、業務停止などの行政処分が課せられることがある。

➢ 民事上の責任は、最終的には金銭の問題。他方、行政法上の責任や刑事上の
責任は金銭では解決できない問題であり、質的に異なる。
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１ 無許可工事関係

（１）無許可業者との下請契約

◆建設業者が、建設業法第３条１項の規定に違反して同項の許可を受けないで建
設業を営む者と下請契約を締結したとき（法２８条１項６号）は、行政処分の
対象となる。

◆処分の対象となるのは

➢ 軽微な建設工事の範囲を超えて無許可で建設業を営んでいる者と下請契約を
締結した元請負人

➢ 軽微な建設工事の範囲を超えて当該建設工事の種類に係る建設業の許可を受
けていない者と下請契約を締結した元請負人

➢ 許可を受けていない建設業を営む者から軽微な建設工事の範囲を超えて下請
契約を締結した建設業許可を受けている下請負人

など
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◆なお、

➢ 「附帯工事」については、許可を受けた工事を請負う場合には、許可がなく
ても請け負うことができる（法４条）。

➢ 附帯工事は、①主たる建設工事の施工により必要を生じた他の従たる建設工
事（主たる工事の機能を保全し、十分な能力を発揮するために必要を生じた
もの）と、②主たる工事に関連して余儀なく施工することを必要とされたも
のとがある。一連の工事・一体の工事として施工することが必要または相当
であるか否かを総合的に判断する。

➢ 一式工事の許可を受けた者は、他の専門工事を単独で請負う場合は、その専
門工事業の許可を受けなければならない。附帯工事を施工する場合には、そ
の建設業の許可を受けた建設業者に下請に出すか、その附帯工事に該当する
許可を受けるために必要な技術者を自ら置いた場合だけ施工できることにな
る（法２６条の２第２項）。
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関東地方整備局（２０２２年８月）

【処分の原因となった事実】

株式会社○○は、他の建設業者から請け負った大阪府内の民間塗装工事にお
いて、建設業の許可を受けずに建設業を営む者と建設業法施行令第１条の２に
定める金額を超えた額をもって下請契約を締結していた。

このことが建設業法２８条第１項第６号に該当すると認められる。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌
山県における塗装工事業に関する営業のうち、民間工事に係るもの。

（注１）「塗装工事業に関する営業」とは、注文者から塗装工事を請け負う営
業をいう。

（注２）「民間工事」とは、国、地方公共団体、法人税法別表第１に掲げる公
共法人（地方公共団体を除く。）又は建設業法施行規則第１８条に規
定する法人が発注者である建設工事以外の工事をいう。

２ 営業停止期間：令和４年○月○日から○月○日までの７日間
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大阪府（２０２１年７月）

【処分の原因となった事実】

当該建設業者は、兵庫県内の民間発注の工事において、建設業法第３条第１
項の規定に違反して同項の許可を受けないで建設業を営む者と下請契約を締結
した。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：建設業に係る営業の全部

２ 営業停止期間：令和３年〇月○日から同年〇月○日までの７日間
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山梨県（２０２２年９月）

【処分の原因となった事実】

有限会社○○は、民間工事において、建設業法第３条第１項の許可を受けないで建
設業を営む者と同法施行令第１条の２第１項で定める軽微な工事の範囲を超えて、下請
負契約を締結した。このことが建設業法第２８条第１項第６号に該当する。

また、民間発注工事において、建設業法第２６条第３項の規定に違反して、主任技
術者を専任して配置しなければならない工事であるにも関わらず、主任技術者に他の工
事を兼務させ、工事現場に専任の主任技術者を配置しなかった。このことは、建設業法
第２８条第１項第２号に該当すると認められる。

【処分の内容】指示処分

１ 今回の違反行為の再発を防ぐため、少なくとも、以下の事項について必要な措置を講
じること。（１）今回の違法行為の内容及びこれに対する処分内容等について、役職員
に速やかに周知徹底すること。（２）適正な営業活動が行われるよう業務運営方法の調
査点検を行うとともに、業務監督体制の整備を行うこと。（３）建設業法その他関係法
令の遵守を社内に徹底するため、研修及び教育の計画を作成し、役職員に対し継続的に
必要な研修等を行うこと。

２ 前項各号について講じた措置を速やかに文書をもって報告すること。
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（２）特定建設業者以外の者との政令額以上の下請契約の締結

◆建設業者が、特定建設業者以外の建設業を営む者と下請代金の額が政令の額以
上となる下請契約を締結したとき（法２８条１項７号）は、行政処分の対象と
なる。

◆政令の額は、建築一式工事は７，０００万円、その他は４，５００万円（令和
５年１月１日から）。

◆これは、下請契約を締結した元請負人の取引相手である下請負人たる建設業者
に対して、その是正を求めることができることとしたものである。

◆他方、特定建設業の許可を受けていない元請負人たる建設業者が当該金額を超
えて下請契約を締結した場合には、法１６条２号違反で、法２８条１項２号
（「建設業者が請負契約に関し不誠実な行為をしたとき」）に該当して行政処
分の対象となる。
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大分県（２０２２年４月）

【処分の原因となった事実】

○○建設は、民間発注の高齢者施設新築工事において、建設業法第３条第１項第２
号に規定する特定建設業の許可を有していないにもかかわらず、元請業者として総額６，
０００万円以上の下請契約を締結した。

このことは、建設業法第２８条第１項第２号に該当する。

【処分の内容】指示処分

１ 今回の事件の再発を防ぐため、少なくとも、以下の事項について必要な措置を講ずる
こと。（１）今回の事件内容及びこれに対する処分内容等について、役職員等に速やか
に周知すること。（２）建設工事の安全確保に関する関連法令の遵守を社内に徹底する
ため、研修及び教育計画を作成し継続的に必要な研修等を行うこと。（３）社内及び施
工現場における安全管理体制をより一層整備・強化すること。

２ 前項各号について講じた措置（貴社において前記1各号以外に講じた措置がある場合は
これを含む。）を速やかに文書をもって報告すること。
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大分県（２０２２年４月）

【処分の原因となった事実】

○○建設は、民間発注の高齢者施設新築工事において、特定建設業者以外の建設業
を営む者と下請代金の額が、建設業法第３条第１項第２号の政令で定める金額（６，０
００万円）以上となる下請契約を締結した。

建設業法第２８条第１項第７号に該当する。

【処分の内容】指示処分

１ 今回の事件の再発を防ぐため、少なくとも、以下の事項について必要な措置を講ずる
こと。（１）今回の事件内容及びこれに対する処分内容等について、役職員等に速やか
に周知すること。（２）建設工事の安全確保に関する関連法令の遵守を社内に徹底する
ため、研修及び教育計画を作成し継続的に必要な研修等を行うこと。（３）社内及び施
工現場における安全管理体制をより一層整備・強化すること。

２ 前項各号について講じた措置（貴社において前記1各号以外に講じた措置がある場合は
これを含む。）を速やかに文書をもって報告すること。
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福岡県（２０２１年１２月）

【処分の原因となった事実】

○○株式会社は、建設業法第３条第１項第２号に規定する特定建設業の許可
を有していないにもかかわらず、２つの民間工事において元請業者として同号
の政令で定める金額（６，０００万円）を超える下請負契約を締結した。

同社は、民間工事において、建設業法第３条第１項の許可を受けないで建設
業を営む者と同法施行令第１条の２第１項で定める軽微な工事の範囲を超えて
下請負契約を締結した。

同社は、平成２９年○月○日から平成３０年○月○日にかけて施工した民間
工事において、他社の在籍出向者を主任技術者として配置していた。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：建設業に係る営業のうち、民間工事に係る営業

２ 営業停止期間：令和３年○月○日から令和４年○月○日までの３２日間
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２ 現場の配置技術者に関する義務

◆建設業者は、その請け負った建設工事を施工するときは、当該建設工事に関する資
格・経験を持つ主任技術者又は監理技術者を配置しなければならない（法２６条）。

◆主任技術者又は監理技術者は、所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある
者であることが必要。

◆個人住宅を除き、（令和５年１月１日から）請負金額が４，０００万円（建築一式
工事にあっては８，０００万円）以上の工事については、主任技術者又は監理技術
者は、工事現場ごとに専任でなければならない（法２６条第３項）。

◆専任とは、他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該工事現場に係る
職務のみに従事すること
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近畿地方整備局（２０２１年１１月）

【処分の原因となった事実】

〇〇株式会社は、建設業法第２６条の規定に違反して、資格要件を満たさな
い者を主任技術者及び監理技術者として工事現場に配置していた。このことが、
建設業法第２８条第１項第２号に該当すると認められる。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：（1）北海道、群馬県、栃木県、埼玉県、茨城県、千葉県、東
京都、神奈川県、山梨県、長野県、新潟県、富山県、石川県、福井県、滋賀県、
京都府、奈良県、和歌山県、大阪府、兵庫県の区域内における電気工事業に関
する営業のうち、民間工事に係るもの。（2）鳥取県、島根県、岡山県、広島県、
山口県の区域内における管工事業に関する営業のうち、民間工事に係るもの。

(注1)「電気工事業に関する営業」とは、注文者から電気工事を請け負う営業を
いう。(注2)「管工事業に関する営業」とは、注文者から管工事を請け負う営業
をいう。(注3)「民間工事」とは、（略）

２ 営業停止期間：令和３年○月○日から同月○日までの２２日間
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３ 一括下請負関係

（１）一括下請負

◆元請負人がその下請工事に実質的に関与することなく、

① 請け負った建設工事の全部又はその主たる部分について、自らは施工を行
わず、一括して他の業者に請け負わせる場合

② 請け負った建設工事の一部分であって、他の部分から独立してその機能を
発揮する工作物の建設工事について、自らは施工を行わず、一括して他の業
者に請け負わせる場合

には、一括下請負に該当する。

◆「実質的に関与」とは、元請負人が自ら施工計画の作成、品質管理、安全管理、
技術的指導等を行うことをいう。
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（２）一括下請負の禁止

◆ 建設業者は、その請け負った建設工事を、いかなる方法をもってするかを問わず、一括
して他人に請け負わせてはならない（法２２条１項）。

◆ 建設業を営む者は、建設業者から当該建設業者の請け負った建設工事を一括して請け
負ってはならない（法２２条２項）。

◆ 建設工事が「共同住宅を新築する建設工事」以外の民間の建設工事である場合において、
元請負人があらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合には、一括下請負の禁止は、
適用除外となる（一括下請負可能）（法２２条３項）。

◆ 一括下請負に該当するか否かの判断は、以下のようなケースで元請負人がその下請工事
の施工に実質的に関与している（元請負人が自ら総合的に企画、調整及び指導を行って
いる）と認められないものをいう。

◆ なお、請け負った建設工事一件ごとに行い、建設工事一件の範囲は、原則として請負契
約単位で判断される。

◆ 建築物の電気配線の改修工事において、電気工事のすべてを１社に下請負させ、当該改
修工事に伴って生じた内装仕上工事のみを元請負人が自ら施工し、又は他の業者に下請
負させる場合

◆ 戸建住宅１０戸の新築工事を請け負い、そのうちの一戸の建設工事を１社に下請負させ
る場合
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大阪府（２０２２年４月）

【処分の原因となった事実】

当該建設業者は、大阪市内の○○機構発注の工事において、建設業法第２２
条第２項の規定に違反して、▲▲株式会社から同社の請け負った建設工事を一
括して請け負った。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：建設業に係る営業の全部停止を命ずる

２ 営業停止期間：令和４年○月○日から同月○日までの５日間
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大阪府（２０２２年４月）

【処分の原因となった事実】

１ 当該建設業者は、大阪市内の○○機構発注の工事（以下「本件工事」とい
う。）において、建設業法第２２条第２項の規定に違反して、その請け負った
建設工事を一括して△△株式会社に請け負わせた。

２ 当該建設業者は、本件工事において、△△株式会社に解体工事一式を請け負
わせる下請契約を締結し、その旨を発注者に提出したところ、発注者より一括
下請負の疑義を指摘され翌月に◎社が１次下請負人として仮設工事を担当する
施工体系図を発注者に提出した。しかし、実際には、（中略）当該建設業者は、
本件工事において、建設業法第２４条の８第１項及び第４項の規定に違反して、
虚偽の施工体制台帳及び施工体系図を作成した。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：建設業に係る営業の全部停止を命ずる

２ 営業停止期間：令和４年○月○日から○月○日までの２５日間

18



秋田県（２０２０年１１月）

【処分の原因となった事実】

株式会社○○は、建設業法第２２条第１項の規定に違反して、××市から請
け負った「××市庁舎外壁改修工事」の全部を株式会社▽▽に一括して請け負
わせ、かつ、施工に実質的に関与していると認められない状況にあった。
このことが、同法第２８条第１項第４号に該当する。

【処分の内容】指示処分

１ 今回の違反行為の再発を防ぐため、次の事項について必要な措置を講じるこ
と。（１）今回の違反行為の内容及びこれに対する処分内容等について、社内
において速やかに周知徹底すること。（２）役職員に対して法令遵守のための
教育・研修を行うこと。（３）社内の業務運営方法を調査・点検し、業務管理
体制を整備・強化すること。

２ 前項各号について講じた措置（貴社において前項に係る措置以外に講じた措
置がある場合にはこれを含む。）を速やかに書面で報告すること。
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４ 施工台帳不備関係

（１）施工体制台帳等の作成義務

◆発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、施工体制台帳を作成して備
置き、下請負人の施工の分担を明らかにした施工体系図を作成して掲示しなけ
ればならない。

◆公共工事の場合は下請契約の金額に関わらず、建設業者は、施工体制台帳等を
作成しなければならない（法２４条の８第１項・第４項、入札適正化法１５条
１項）。

◆民間工事の場合は、下請契約の金額が４，５００万円（建築一式工事にあって
は７，０００万円）以上となる場合（令和５年１月１日から）の特定建設業者
は、施工体制台帳等を作成しなければならない（法２４条の８第１項・第４項、
令７条の４）。

◆施工体制台帳等に記載すべき下請負人の範囲は、建設工事請負契約におけるす
べての下請負人（無許可業者も含む）であるので、二次下請負、三次下請負等
も記載の対象となる。運搬業者等建設工事の請負契約に該当しない者は、発注
者が記載を求めない限り、記載する必要はない。
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（２）施工台帳作成義務違反

◆建設業法２４条の８第１項・第４項違反は、建設業法２８条１項２号の「建設
業者が請負契約に関し不誠実な行為をしたとき」に該当し、指示処分・業務停
止処分の対象となる。
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富山県（２０２２年２月）

【処分の原因となった事実】

株式会社○○は、××町発注の工事を受注し、建設業法第２４条の８第１項
及び第４項並びに公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第１５
条第１項の規定により、下請負人に関する事項を記載した施工体制台帳等を作
成する必要があったにもかかわらず、一部の下請負人に関する記載がない虚偽
の施工体制台帳等を作成した。このことが、建設業法第２８条第１項第２号に
該当するため。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：土木工事業に関する営業（注文者から土木一式工事を請け負
う営業をいう。）のうち、公共工事（次の各号のいずれかに該当するものをい
う。）に係るもの （１）～（４）（略）

２ 営業停止期間：令和４年○月○日から同月○日までの７日間
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福岡県（２０２２年１月）

【処分の原因となった事実】

株式会社○○は××株式会社発注の「××耐震補強工事」の施工において、
粗雑工事を行ったことにより工事目的物に重大な瑕疵を生じさせた。

また、福岡県発注の「××工事」他２件の工事において、異なる下請契約を
記載した虚偽の施工体系図等を作成した。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：建設業に係る営業のうち、公共工事に係る営業

２ 営業停止期間：令和４年○月○日から令和４年○月○日までの１７日間
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５ その他法令違反関係

（１）労働安全衛生法違反

◆建設業者（建設業者が法人であるときは、当該法人又はその役員）又は政令で
定める使用人がその業務に関し他の法令に違反し、建設業者として不適格であ
ると認められるときは、処分の対象となる（建設業法２８条１項３号）。

◆「業務」とは、当該建設業者の業務全般を指し、建設工事の請負契約、工事の
施工等の狭義の建設業だけではなく、管理的な業務、営業として行われる建設
業以外の営業に関する業務を含む。

◆「他の法令に違反して」とは、建設業以外の全ての法令に違反した場合をいう。
違反が明確である場合には、必ずしも司法上の判断が確定することを要しない。

◆ただし、単に法令違反があるだけではなく、その違反の事実及び態様が「建設
業者として不適当であると認められるとき」に処分の対象となる。

◆労働安全衛生法違反も、建設業者として不適当であると認められるときには、
処分の対象となる。
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宮城県（２０２２年２月）

【処分の原因となった事実】

株式会社○○は、同社が元請として請け負った××市内の防潮堤工事の現場
において、下請負人の作業員に、高さ約５ｍに位置する作業場所で天端の仕上
げ作業を行わせるに当たり、足場が強風であおられて作業員が墜落するおそれ
があったにもかかわらず、丈夫な構造を有しない足場を使用させ、もって作業
員の労働災害を防止するため必要な措置を講じず、強風により足場が倒壊し作
業員が墜落し死亡した。

このことにより、令和３年○月○日に××簡易裁判所から、同社が労働安全
生法違反並びに同社の現場代理人が安衛法違反及び業務上過失致死罪によりそ
れぞれ罰金刑の略式命令を受け、いずれもその刑が確定した。このことは，法
第２８条第１項第３号に該当する。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：土木工事業に関する営業のうち公共工事に係るもの

２ 営業停止期間：令和４年○月○日から令和４年○月○日までの３日間
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大阪府（２０２２年７月）

【処分の原因となった事実】

当該建設業者の取締役は、同社の業務に関し、令和２年○月○日、大阪市
××労働基準監督署において、同署長に対し、真実は、同社に派遣された労働
者が、同年○月○日、▽▽市内の新築工事現場において、鉄骨の運搬作業中、
同鉄骨が同人の右足上に落下したことにより、右足舟状骨脱臼等の傷害を負い、
４日以上休業したのに、同人が、同日、◎◎市内の同社倉庫において、治具を
移動させるために持ち上げた際にこれを右足上に落下させて右足甲を骨折した
旨の虚偽の事実を記載した労働者死傷病報告書を提出し、もって労働基準監督
署長に虚偽の報告をした。

このことで当該建設業者の取締役は、労働安全衛生法違反により、罰金２０
万円の刑に処せられ、令和４年〇月〇日にその刑が確定した。

【処分の内容】指示処分

建設業法その他建設工事に関する諸法令を厳守し、今後再び類似の事案を発
生させることのないよう万全の措置を講じて、建設業者としての適切な業務を
確保すること。
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関東地方整備局（２０１９年１月）

【処分の原因となった事実】

株式会社○○は、××株式会社が発注する▽▽新設工事に関し、その受注に
係る取引分野における競争を実質的に制限したとして、平成３０年○月○日、
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律違反により、罰金刑の判決を
受け、同年○月○日にその刑が確定している。

このことが、建設業法第２８条第１項第２号及び第３号に該当すると認められ
る。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：全国における土木工事業に関する営業のうち、民間工事に係る
もの。

(注1)｢土木工事業に関する営業｣とは、注文者から土木一式工事を請け負う営業
をいう。(注2)｢民間工事｣とは、（略）

２ 営業停止期間：平成３１年○月○日から平成３１年○月○日までの１２０日間
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（２）独占禁止法違反



静岡県（２０２２年７月）

【処分の原因となった事実】

○○会社の元役員は、産業廃棄物であるタイヤ６本合計約３６㎏を、××市
の畑で焼却したことにより起訴され、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等に
基づき罰金３０万円の有罪判決を受け、その刑が確定した。

このことが、建設業法第２８条第１項第３号に該当することから、同法第２
８条第３項に該当すると認められる。

【処分の内容】営業停止処分

１ 営業停止範囲：建設業に関する営業のうち、民間工事であって補助金等の交
付を受けていないもの

２ 営業停止期間：令和４年○月○日から令和４年○月○日までの３日間
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（４）欠格事由となる法令違反

◆建設業法８条は、建設業の許可に係る欠格事由を定めている。

◆一定の刑事罰を受けると、欠格事由に該当し、許可を受けることができず、ま
た、許可を取り消されることとなる。

➢ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受け
ることがなくなった日から５年を経過しない者（法８条７号）

➢ 罰金刑であっても、建設業法、政令で定めるもの、暴力団員による不当な行
為の防止等に関する法律（同法第３２条の３第７項及び第３２条の１１第１
項の規定を除く。）、刑法（第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０
８条の２、第２２２条又は第２４７条）、暴力行為等処罰に関する法律によ
り罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受ける
ことがなくなつた日から５年を経過しない者は欠格事由（法８条８号）

→法人の場合は、役員等が該当する場合
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大阪府（２０２２年９月）

【処分の原因となった事実】

当該建設業者の取締役が、道路交通法違反により、懲役６月執行猶予４年の
刑に処せられ、平成３１年〇月〇日にその刑が確定した。

【処分の内容】

建設業法第２９条第１項に基づく建設業許可の取消し
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静岡県（２０２２年１１月）

【処分の原因となった事実】

当該建設業者の取締役に就任した者が、刑法第２０８条（暴行）の罪により、
令和３年〇月〇日に××簡易裁判所から罰金７万円の刑を受け、同日、その刑
が確定した。 このことが、建設業法第８条第１２号（役員等のうちに、同条
第８号に該当する者のあるもの）の欠格要件に該当する。

【処分の内容】

建設業法第２９条第１項２号に基づく建設業許可の取消し



千葉県（２０２１年４月）

【処分の原因となった事実】

当該建設業者の役員が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反により、
××地方裁判所から懲役１年執行猶予２年の判決を令和２年〇月〇日に受け、
令和２年〇月〇日に刑が確定した。このことは、建設業法第８条第７号に該当
する。

【処分の内容】

建設業法第２９条第１項第２号の規定による許可を取消し
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沖縄総合事務所（２０２０年９月）

【処分の原因となった事実】

当該建設業者の元代表取締役は、法人税法違反、消費税法違反、地方税法違
反により、××地方裁判所から懲役１年６月(執行猶予３年)の判決を受け、代
表取締役在任中の平成３０年〇月〇日にその刑が確定している。

【処分の内容】

建設業法第２９条第１項に基づく建設業許可の取消し



第２ 公益通報者保護法

◆コンプライアンス経営

➢ 前述のとおり、不祥事は民事上の責任、刑事上の責任、行政法上の責任を発
生させるので、経営に深刻な影響を与える。

➢ 不祥事の発生を予防するという観点からは、建設業者にとっても、コンプラ
イアンス経営は、重要な経営課題である。

➢ コンプライアンスとは？

✓ コンプライアンスとは、会社等の組織が、法令、企業倫理などの企業社会
における規範と調和しながら、適正かつ健全な事業活動をしていくための
仕組み、ないし「しかけ」を総称する（浜辺陽一郎「コンプライアンス経
営」）
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➢ 不祥事の発生防止には、属人的な方策と組織的な方策とがあり、いずれも重
要。

✓ 例えば、役職員に対する研修や啓発を通じて、個人の自覚を高めることに
よって不祥事を防止することは、属人的な方策。

✓ これは重要であるが、これだけしか行っていない会社もあり、それでは不
十分である。

✓ どんなに個人の自覚を高めても、例えば、「魔が差す」「つい、うっかり
する」ということはある。このようなことを極力起こさないようにするこ
と、このようなことが起こった場合に、いち早くリカバリーできるように
するのが、組織的な方策。

➢ 従業員の法令遵守意識を高めることがコンプライアンス経営なのではなく、
経営陣が適正かつ健全な事業活動をしていくための仕組みを作ることがコン
プライアンス経営。

➢ もともと、取締役には、取締役の職務や会社の業務の適正を確保するために
必要な体制を構築する義務がある（会社法３６２条４項６号）ことに留意す
る必要がある。
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➢ 不祥事の発生を予防するためには、不祥事の情報が迅速的確に経営陣に上
がってくるような仕組みを作ることが重要。

✓ 不祥事情報がすぐに経営陣に知らされるという体制が機能すると、不正不
当な行為への牽制となる。

✓ 不祥事情報がすぐに経営陣に知らされるという体制が機能すると、経営に
対する打撃を必要最小限に食い止めることができる。

✓ 不祥事情報がすぐに経営陣に知らされるという体制を構築することで、当
該不祥事が会社ぐるみのものではないということを対外的に説明しやすく
なる。

✓ 不祥事情報がすぐに経営陣に知らされるという体制を構築することで、取
締役の内部統制体制構築義務を果たしていることを対外的に説明しやすく
なる。

➢ 不祥事情報を経営陣に迅速的確に知らせる仕組みを実質的に機能させるため
には、公益通報者保護法を遵守した体制の構築が必要である。
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◆公益通報者保護法とは

➢ 公益通報者の保護を図るとともに、国民の生命、身体、財産その他の利益の
保護に関わる法令の規定の遵守を図り、もって国民生活の安定及び社会経済
の健全な発展に資することを目的とする法律。

➢ 公益通報に適切に対応することで、

✓ 会社内部の自浄作用を高める。

✓ 会社の外部に通報されるを防ぐことができる。

→コンプライアンス経営を推進するためには、適切な対応が求められる。

例えば、会社に公益通報窓口が設置されていない場合には、一定の要件の下
で、監督官庁や報道機関・消費者団体等への通報が認められ、公益通報者へ
の不利益な取り扱いが禁止される。また、内部公益通報対応体制の整備は、
常勤の従業員が３００人を超える事業者の場合は義務、３００人以下の事業
者の場合は努力義務とされている。
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◆公益通報の主体

➢ 公益通報の主体は、①労働者、②退職者、③役員。

✓ 「労働者」は、正社員、派遣労働者、アルバイト、パートタイマー。

✓ 「退職者」は、通報の日前１年以内に勤務先で働いていた者をいう。

✓ 「役員」は、法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び
清算人のほか法令の規定に基づき法人の経営に従事している者をいう。

➢ なお、取引先事業者の労働者・退職者・役員も通報の主体に含まれる。その
ため、例えば、下請事業者の労働者であっても、元請事業者に関する通報対
象事実についての公益通報の主体となり得る。

➢ 退職者と役員については、令和４年６月１日に施行された改正法によって公
益通報の主体とされた。
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◆公益通報の対象事実

➢ 「対象となる法律」に違反する犯罪行為又は刑罰につながる行為。

➢ 「対象となる法律」の過料の理由とされている事実に違反する行為（これは
令和４年６月１日から）。

➢ 「対象となる法律」には、建設業法・建設労働者の雇用の改善等に関する法
律・建築基準法・労働基準法・労働安全衛生法・廃棄物処理法など様々な法
律が政令で定められている。

➢ 刑事罰の対象とならないような行為であっても、過料の対象となる行為は公
益通報の対象となるので、法令違反があるような事実についてはすべて公益
通報の対象となると考えなければならない。

✓ 労働者の場合、勤務先・派遣先での通報対象事実が通報対象。

✓ 役員の場合、役員に職務を行わせる事業者の通報対象事実が通報対象。
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◆公益通報の通報先

➢ 通報先は３つ。

➢ 事業者内部

✓ 役務提供先（勤務先・派遣先）又は役務提供先があらかじめ定めた者（社
会の弁護士やグループ共通のホットラインなど）

➢ 行政機関

➢ 通報事実について命令や勧告などを行うことができる行政機関。建設業者
の場合には監督官庁。

➢ その他事業者外部

➢ 報道機関、消費者団体など

➢ ライバル企業など正当な利益を害する恐れがあるものは除かれる。
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◆公益通報者の保護の内容

➢ 労働者が保護要件を満たして公益通報した場合、公益通報したことを理由と
する解雇は無効（３条）。派遣労働者の場合、派遣契約の解除は無効（４
条）。

➢ 役員が保護要件を満たして公益通報した場合、公益通報をしたことを理由と
する解任は無効とはならないが、解任について損害賠償を請求することがで
きる（６条）。

➢ 労働者・退職者・役員に対して公益通報したことを理由にその他の不利益な
取り扱いをすることも禁止（５条）。

➢ これらの保護を受けるには、保護要件を満たした公益通報が必要。

➢ 公益通報の際には、他人の正当な利益や公共の利益を害することがないよう
に注意する必要がある（１０条）。
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◆保護要件（公益通報者保護法に基づく保護を受けるための要件）

➢ 事業者への内部通報

✓ 通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思われること。

➢ 行政機関への通報

✓ 通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる
相当の理由があること（通報者が役員である場合には、自ら調査是正に
必要な措置をとることに努めることも必要）

✓ 通報者の氏名・住所、通報対象事実の内容などを記載した書面を提出す
ること（通報者が役員である場合には、この書面は不要）

➢ 事業者外部への通報

✓ 通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相
当な理由があり、かつ、例えば、事業者内部に公益通報すれば通報対象事
実に係る証拠が隠滅され偽造等される恐れがあるに信ずると足りる相当な
理由があることや、書面により事業者内部に公益通報した日から20日を経
過しても 通報対象事実について調査を行う旨の通知がないことなどの事
情がある場合

40



◆事業者がとるべき措置

➢ 事業者は、公益通報対応業務（調査及び是正に必要な措置をとる業務）に従
事する者（従事者）を定めなければならない（１１条１項）。

➢ 事業者は、公益通報に適切に対応するために必要な体制の整備その他の必要
な措置をとらなければならない（１１条２項）。

➢ 令和４年６月１日から義務化。

➢ ただし、従業員が３００人以下の場合には、努力義務（１１条３項）。

✓ 努力義務だからといって何も対応しないと、監督官庁への通報や外部機関
への通報がなされるリスクがある。

✓ 公益通報に対応する体制を構築することはコンプライアンス経営に不可欠
であるという意識で対応することが必要。

➢ 想定される不祥事・リスクに応じ、当該事業者の規模に応じた形での体制づ
くりを行うことが重要。

➢ 「事業者がとるべき措置」には、「指針」が定められている。
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◆従事者（１１条１項）に関する指針

➢ 事業者は、内部公益通報受付窓口において受け付ける内部公益通報に関して
公益通報対応業務を行う者であり、かつ、当該業務に関して公益通報者を特
定させる事項を伝達される者を、従事者として定めなければならない。

➢ 事業者は、従事者を定める際には、書面により指定をするなど、従事者の地
位に就くことが従事者となる者自身に明らかとなる方法により定めなければ
ならない。

◆体制整備（１２条）に関する指針

（１）部門横断的な公益通報対応業務を行う体制の整備

➢ 内部公益通報受付窓口を設置し当該窓口に寄せられる内部公益通報を受け、
調査をし、是正に必要な措置を取る部署及び責任者を明確に定める必要があ
る。

✓ 内部公益通報受付窓口については、事業者内部に設置するのではなく、事
業者の外部（法律事務所、親会社等）に設置することや事業者の内外双方
に設置することも可能。

✓ 中小企業では、何社かが共同して事業者の外部（例えば法律事務所）に内
部公益通報窓口を設けることも考えられる。

42



➢ 組織の長その他幹部に関する事案については、これらの者からの独立性を確
保する措置をとる必要がある。

✓ 社外取締役や監査役にも報告を行うようにすることが考えられる。

➢ 内部公益通報を受けた場合には、正当な理由がある場合を除いて、必要な調
査を実施する必要がある。

✓ 当該調査の結果法令違反行為が明らかになった場合には速やかに是正に必
要な措置をとる必要がある。

✓ また、是正に必要な措置を取ったのち当該措置が適切に機能しているかを
確認し、適切に機能していない場合には改めて是正に必要な措置をとる必
要がある。

✓ 匿名通報も公益通報として受け付ける必要がある。

➢ 公益通報対応業務においては利益相反を排除する措置にも留意する必要があ
る。

✓ 関係者を関与させない、顧問契約がある法律事務所は避けるようにするこ
とも考えられる。
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（２）公益通報者を保護する体制の整備

➢ 労働者及び役員等が不利益な取り扱いを行うことを防ぐための措置をとると
ともに、公益通報者が不利益な取り扱いを受けていないかを把握する措置を
とり、不利益な取り扱いを把握した場合には、適切な救済・回復の措置をと
る必要がある。

✓ 内部公益通報受付窓口において不利益な取扱いに関する相談を受け付ける
ようにするなど。

➢ 事業者の労働者及び役員等が範囲外共有を行うことを防ぐための措置をとり、
範囲外共有が行われた場合には、適切な救済・回復の措置をとる必要がある。

✓ 通報事案に係る記録資料を閲覧・共有することが可能な者を必要最小限に
限定する措置など。

✓ 通報者の探索は行ってはならない行為であることを周知するなど。
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（３）内部公益通報対応体制を実効的に機能させるための措置

➢ 公益通報者保護法や、内部公益通報対応体制について、労働者等・役員・退
職者に対して教育・周知を行う必要がある。

✓ 従事者に対しては公益通報者を特定させる事項の取扱いについて、特に充
分に教育を行う必要がある。

➢ 内部公益通報に係る通報対象事実の是正に必要な措置をとった場合にはその
旨を、通報対象事実がないときはその旨を、内部公益通報を行った者に対し、
通知する必要がある。

➢ 内部公益通報への対応に関する記録を作成し、必要な期間保管する必要があ
る。

➢ 内部公益通報対応体制の定期的な評価・点検を実施し、必要に応じて内部公
益通報対応体制の改善を行う必要がある。

➢ 運用実績については適切に労働者等や役員に開示する。

➢ 内部公益通報対応体制については内部規定において定め、当該規定の定めに
従って運用する。
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◆罰則

➢ 刑事罰

１２条：公益通報対応業務従事者又は公益通報対応業務従事者であった者は、
正当な理由なく、その公益通報対応業務に関して知り得た事項であっ
て公益通報者を特定させるものを漏らしてはならない。

✓ 公益通報者を特定させるものを漏らした者は、３０万円以下の罰金。

➢ 過料

１５条：内閣総理大臣は、事業者が取るべき措置に関して必要があると認め
るときは、事業者に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧
告をすることができる。

✓ 報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、２０万円以下の過料。
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◆会社・事業者として、持続的に建設業を行っていくためには、コンプライアン
スが重要であることを改めて確認する必要がある。

◆内部公益通報のための体制作りに限らず、適正な業務を推進するための仕組み
作りということを常に考えながら、業務を行っていくことが求められている。

以上
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